
大崎市立おおさき日本語学校条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は，大崎市立おおさき日本語学校条例（令和６年大崎市

条例第２号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定める

ものとする。

（授業日）

第２条 大崎市立おおさき日本語学校（以下「本学」という。）の授業日

は，次に掲げる日を除いた日とする。

(１) 日曜日及び土曜日

(２) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日

(３) 春季休業日 ３月２１日から４月７日まで

(４) 夏季休業日 ６月２１日から７月７日まで

(５) お盆休業日 ８月１１日から同月１６日まで

(６) 秋季休業日 ９月２３日から１０月７日まで

(７) 冬季休業日 １２月２１日から翌年１月７日まで

（教職員組織）

第３条 本学の教職員組織は，次に掲げる教員及び職員で構成する。

(１) 校長

(２) 主任教員

(３) 教員（主任教員を除く。） ３人以上

(４) 事務長

(５) 事務職員（事務局長を除く。） ３人以上

(６) 生活指導担当者 ６人以上

(７) その他市長が必要と認める職員



２ 前項第２号から第５号までの教職員は，同項第６号の生活指導担当者

を兼ねることができる。

（受験資格）

第４条 条例第５条に規定する修学年限で，本学の選考試験を受けること

ができる者は，次に掲げる全ての要件を満たす者とする。

(１) 日本語の習得に強い意欲を有する者

(２) 外国において，正規の学校教育における１２年以上の課程又はそ

れに準じる課程を修了した者

(３) 入学する時点において，年齢が満１８歳以上の者

(４) 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第

１の４に規定する在留資格で留学を行う見込みのある者

(５) 令和３年１０月１２日付け文化審議会国語分科会報告である日本

語教育の参照枠において，全体的な尺度におけるＡ１相当以上の日本

語能力を有する者

（受験手続等）

第５条 本学の選考試験を受けようとする者は，条例第６条に規定する入

学選考料を納付した上で，別に定める入学願書を別に定める期日まで校

長に提出しなければならない。

（入学手続）

第６条 本学に入学をしようとする者は，別に定める期日までに授業料等

を納付した上で，別に定める書類を校長に提出し，入学手続をしなけれ

ばならない。

（授業料等の返還）

第７条 条例第７条ただし書の市長が特別の理由があると認めるときは，

次の各号に掲げる場合とし，それぞれの理由に応じ，当該各号に掲げる

授業料等を返還するものとする。



(１) 入学手続をしたが，入学しなかった場合 入学選考料及び入学金

を除く納付金

(２) 中途退学した場合 入学選考料，入学金，保険加入料を除く納付

金に当該納付金に対応する授業日数に占める退学後の授業日数の割合

を乗じて得た額。この場合において，算出した返還額に１，０００円

未満の端数が生じたときは，これを切り捨てる。

(３) 災害，事故，感染症等のやむを得ない事由により授業を中止し，

代替措置を講じた上で補完できない授業日数が生じた場合 入学選考

料，入学金，保険加入料を除く納付金に当該納付金に対応する授業日

数に占める補完できない授業日数の割合を乗じて得た額。この場合に

おいて，算出した返還額に１，０００円未満の端数が生じたときは，

これを切り捨てる。

２ 前項の規定により授業料等の返還を受けようとする者は，大崎市立お

おさき日本語学校授業料等返還申請書（様式第１号）に必要な書類を添

えて，市長に提出しなければならない。

３ 市長は，前項の申請書の提出があったときは，その内容を審査の上，

返還の可否を決定し，大崎市立おおさき日本語学校返還決定通知書（様

式第２号）により当該提出をした者に通知するものとする。

（授業料等の減免）

第８条 条例第８条の市長が特別の理由があると認めるときは，次の各号

に掲げるときとし，それぞれの理由に応じ，当該各号に定める額を減免

する。この場合において，算出した減免の額に１，０００円未満の端数

が生じたときは，これを切り捨てる。

(１) 学業成績が優良で，かつ，経済的理由により授業料等の納付が困

難なとき。授業料等から入学選考料，入学金及び保険加入料を除いた

額に１００分の５０を乗じて得た額



(２) 人道的支援を目的として避難民等の入学を許可したとき 全額

２ 前項の規定により授業料等の減免を受けようとする者は，大崎市立お

おさき日本語学校授業料等減免申請書（様式第３号）に必要な書類を

添えて，授業料等の納期限の２０日前までに市長に提出しなければな

らない。

３ 市長は前項の申請書の提出があったときは，その内容を審査の上，減

免の可否を決定し，大崎市立おおさき日本語学校授業料等減免決定通知

書（様式第４号）により当該提出をした者に通知するものとする。

（減免の事由の消滅の届出）

第９条 前条の規定により授業料等の減免を受けた者は，その事由が消滅

したときは，速やかに市長に届け出なければならない。

（減免の取消し等）

第１０条 市長は，第８条第１項の規定により授業料等の減免を受けてい

る者が次の各号のいずれかに該当する場合は，その減免の全部又は一部

を取り消すことができる。

(１) 虚偽の申請その他不正な行為によって減免の決定を受けた場合

(２) この規則又は校長が別に定める諸規則を守らず，その本分にもと

る行為により懲戒処分を受けた場合

(３) 授業料等の減免の事由に該当しなくなった場合

２ 前項の規定による取消しを行った場合は，市長は，その旨及び理由を

示した文書により当該取消しを受けた者に通知しなければならない。

（短期日本語講座の受講手続）

第１１条 条例第９条の短期日本語講座を受講しようとする者は，必要な

書類を提出し，受講の申込を行うものとする。

２ 市長は，前項の申込を受けたときは，当該申込の状況を踏まえ，受講

の可否を決定し，前項の申込を行った者に通知するものとする。



３ 前項の規定により受講決定の通知を受けた者は，別に定める期日まで

に条例９条第２項に規定する授業料及び教材料を納付するものとし，当

該納付が確認できた時点をもって受講手続の完了とする。

（短期日本語講座の授業料等の返還）

第１２条 市長は，次の各号のいずれかに該当すると認められるときは，

それぞれの事由に応じ，当該各号に定める額を返還するものとする。こ

の場合において，算出した額に１，０００円未満の端数が生じたときは，

これを切り捨てる。

(１) 短期日本語講座開始日の前日までに受講の取止めを申し出た場合

納付した金額に０.８を乗じて得た額

(２) 講座開始日以降に受講の中途終了を申し出た場合 納付した金額

に総受講日数に占める中途終了後の日数の割合を乗じて得た額に，０．

８を乗じて得た額

（懲戒処分）

第１３条 市長は，生徒が次の各号のいずれかに該当する場合においては，

当該生徒に対して訓告，停学及び退学の処分をすることができる。

(１) 性行不良で改善の見込みがないと認められるとき。

(２) 学力劣等で成業の見込みがないと認められるとき。

(３) 正当な理由なく出席が常でないとき。

(４) 学校の秩序を乱し，その他生徒としての本分に反する行為がある

と認められるとき。

（その他）

第１４条 この規則に定めるもののほか，受験手続，入学手続その他の学

校運営を行うために必要な事項は，校長が別に定め，その他の必要な事

項は市長が別に定める。

附 則



１ この規則は，令和７年４月１日から施行する。

（準備行為）

２ この規則の規定による選考試験，入学手続，授業料等の徴収，当該徴

収をした金銭に係る収納その他の日本語学校の運営を行うために必要な

準備行為は，この規則の施行の日前においても行うことができる。



様式第１号（第７条関係）

年 月 日

大崎市立おおさき日本語学校授業料等返還申請書

大崎市長 様

申請者 氏 名

住 所

連絡先

課程名

次のとおり，授業料等の返還を申請します。

返還を受けようとする理由

授業料等の種別

返還を受けようとする金額 円

既納の授業料等 入学選考料 円

入学金 円

保険加入料 円

授業料 円

教育活動料 円

教材料 円

施設設備料 円

添付書類 裏面の必要書類（該当するもの）



《返還金の振込口座》※原則として本人名義のものとする。

※送金に当たり手数料等が生じた場合は申請者の負担とする。

授業料等返還申請に係る必要書類

（学校使用欄）

受付日

年 月 日

銀行名 〔 〕銀行 〔 〕支店

口座名義 〔 〕 預金種別 普通

口座番号

銀行コード 店コード 口座番号

入学しなかった事由 必要書類

在留資格認定証明書は交付されたが査

証の申請を行わず不来日の場合

・入学許可書

・在留資格認定証明書

・入学辞退届

在外公館で入国査証の申請をしたが認

められず来日できなかった場合

・入学許可書

・在外公館において査証が発給されな

かったことが確認できる書類

・入学辞退届

入国査証を取得したが来日以前に入学

を辞退した場合

・入学許可書

・査証が未使用でかつ失効が確認でき

る書類

・入学辞退届

入国査証を取得し来日後に入学を辞退

した場合

・入学許可書

・留学の在留資格消失が確認できる書

類（在留カード）

・入学辞退届

中途退学した場合 ・退学許可書の写し

受付



様式第２号（第７条関係）

年 月 日

大崎市立おおさき日本語学校授業料等返還決定通知書

様

大崎市長 印

年 月 日付けで申請のありました大崎市立おおさき日本語学

校授業料等返還申請について，次のとおり決定しましたので通知します。

（授業料等返還申請書の金額と相違がある場合の理由）

授業料等の種別

返還を決定した金額 円

既納の授業料等 入学選考料 円

入学金 円

保険加入料 円

授業料 円

教育活動料 円

教材料 円

施設設備料 円

備考



様式第３号（第８条関係）

年 月 日

大崎市立おおさき日本語学校授業料等減免申請書

大崎市長 様

下記のとおり，授業料等の減免を申請します。

記

（学校使用欄）

受付日

年 月 日

受付

申請者

学籍番号 課程名 氏名

申請内容 〔 〕年度 〔 〕学期の授業料等

申請区分 □ 経済的理由 □人道的支援

申請理由

（具体的に記

載すること）

経費支弁者

（支援者）

氏名 続柄 生年月日 年齢 備考

添付書類

経済状況申告書

その他書類 〔 〕



様式第４号（第８条関係）

年 月 日

大崎市立おおさき日本語学校授業料等減免決定通知書

様

大崎市長 印

年 月 日付けで申請のありました大崎市立おおさき日本語学

校授業料等減免申請について，次のとおり決定しましたので通知します。

授業料等の区分

減免前の授業料等の金額

減免を決定した金額

減免後の授業料等の金額

備考


